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３ 本調査結果から読み取れる傾向  

 

○ 介護事業経営実態調査の結果からは、必ずしも全てのサービスに当ては

まるとは言えないが、傾向として、概ね以下の点が示唆される。 

 

 ・ 前回調査（Ｈ17）に比べ収支差率が低下しているサービスの多くにつ

いては、人件費の伸び等を背景に支出が増加している傾向にある。 

  

・ また、前回調査（Ｈ17）に比べ収支差率が増加しているサービスにつ

いては、利用者１人あたりの収入が増加しているサービスや、職員1人

当たりの訪問回数が増加しているサービスがある。 

 

・ 地域別には、特別区（東京２３区）は職員１人当たり給与が高いこと

により、収支差率が低い傾向にある。 

 

・ 規模別には、小規模の事業所の収支差率が低い傾向にあり、これは特

に人件費比率が高いことが影響している可能性がある。 

 

 

４ 今後の対応  

 

○ 今般取りまとめた調査結果に基づく、サービス別・地域別・規模別の分

析結果を踏まえ、社会保障審議会介護給付費分科会において、平成２１年

介護報酬改定についてご議論いただく。 

 




